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　我が国では、戦後教育制度の大改革が行われ、昭和
���（����）�年施行の学校教育法により、中学校を卒業し
たことを入学資格として、新制高校が発足した。
　また、定時制教育及び通信制教育の制度が設けられ
たことに伴い、商業高校にも定時制の課程が設置され
た。設置当初の定時制の課程は、「夜間において授業
を行う課程」と「特別の時期及び時間において授業を
行う課程」とに区別され、修業年限は「�年を超える
ものとすることができる」とされていた。昭和��
�（����）�年の学校教育法一部改正により、定時制の課程
は「夜間その他特別の時間又は時期において授業を行
う課程」とされ、修業年限も「�年以上とする」と改
められた。
　ＧＨＱ（連合国軍総司令部）は、小学区制・男女共
学制及び総合制の三つの原則を強く主張し、新制高校
の整理・分散・統合が実施され、総合制が進められた。
　本府の商業教育においても、総合制高校か単独の商
業高校かという問題に直面し、昭和���（����）�年に単独
の全日制の課程の公立の商業高校としては、大阪市立
の天王寺商業高校、市岡商業高校、東浪速高校�〔昭和��
�（����）�年東商業高校と校名変更〕、西商業高校�〔昭和��
�（����）�年西高校、昭和���（����）�年西商業高校と校名変
更〕、扇町商業高校、住吉商業高校、芦池高校�〔昭和��
�（����）�年住吉商業高校と校名変更〕、第七商業高校�〔昭
和���（����）�年淀高校、昭和���（����）�年淀商業高校と校
名変更〕、堺市立商業高校が、全日制の課程の私立商業
高校としては、大阪商業高校、浪速商業高校、大阪大
倉商業高校�〔昭和���（����）�年に関西実業高校と合併し、
関西大倉高校となる〕、成器商業高校、興国商業高校、
此花高校がそれぞれ開校された。定時制の課程の公立
の商業高校としては、大阪市立天王寺第二商業高校、
東第二商業高校が開校された。
　全日制の課程の公立の総合制高校としては、岸和田
市立産業高校、布施市立日新高校（現東大阪市立日新
高校）、守口市立京阪高校（現府立芦間高校）が、全

日制の課程の私立の総合制高校としては、関西実業高
校、大阪貿易学院高校、摂津商業高校、北陽高校、淀
川女子高校（現英真高校）、朝陽高校（女子商業高校
を廃止し、大阪女子商業高校から校名変更したが、昭
和��年に女子商業高校を復活）、大阪福島女子高校、初
芝高校、大鉄高校、城東高校�〔昭和���（����）�年に大阪商
業大学附属高校と校名変更〕�が開校された。
　そのほか、大阪市立の扇町第二商業高校、芦池商業
高校、住吉商業高校をはじめ、岸和田市立産業高校、
守口市立京阪高校、堺市立商業高校（扇町第二商以外
は全日制の併置校）、堺市立第二商業高校�〔昭和��
�（����）�年堺市立商業高校から独立〕�、大阪市立西第二
商業高校�〔昭和���（����）�年同芦池商業高校と同住吉商
業高校を合併し、西高校から独立〕�の定時制の課程の
公立の商業高校も開校された。
　しかし、職業科担当教員の不足、施設・設備の不備、
旧来からの職業教育軽視の風潮などにより、総合制高
校は所期の目的を果たすことができず、職業教育は衰
退するようになった。このため、昭和��������年�月
に内閣の諮問機関である教育刷新審議会から、新制高
校の画一化を避け、職業教育に重点を置く単独校を多
数設置することや、総合制高校においても職業教育を
軽視することなく教科内容を充実し、必要となる施設
を整備することなどを内容とした「職業教育の振興方
策について」が建議された。
　このほか、昭和��������年�月に設けられた文部省
初等中等教育局職業教育課所管の職業教育及び職業指
導審議会から、同年��月にできるだけ単独商業学校を
設置することや、やむなく総合制を実施する場合は、
職業教育を重視することなどを内容とした「高等学校
総合制問題に関する決議」が発表された。
　これらにより、この後、全国的に単独商業高校に復
帰する学校が出現し、職業教育の振興に対する機運も
高まった。昭和��������年�月には「産業教育振興法」
が制定され、産業教育施設・設備の充実にかかわる国
庫補助の道が開かれ、地方公共団体からも予算が計上
されるようになった。
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　昭和���（����）�年代の経済は、戦後の混乱から抜け出
し、「神武景気」、「なべ底不況」を経て、高度成長期
に入り、盛んな設備投資と能率化合理化により、第�
次産業革命期を迎えたといわれるほど、産業界は変貌
した。昭和���（����）�年の学習指導要領改訂により、商
業教育に事務機械に関するものが入ってくると、施
設・設備の基準引き上げの要望が一層強くなり、文部
大臣の諮問を受け、中央産業教育審議会は、昭和��
�（����）�年��月に新しい施設設備基準案を答申した。こ
の答申に基づき、昭和���（����）�年�月に新基準が政令
として公布され、施設面では、計算実務室、簿記室、
簿記機械室、文書実務室、和文英文タイプライティン
グ室、商品実験室、商業美術室、統計実務室、商業実
践室の��特別教室が設けられ、設備についても、���品
目に増加され、数量・金額が引き上げられ、時代の進
展に対応した実習施設・設備の整備や改修が進められ
た。さらに、設置者単独事業費のほか、老朽化した設
備の更新を行う設備更新費などによって電子計算機や
会計機など新しい事務機械が充実・整備された。事務
機械教育の推進とともに、商業教育共同実習所あるい
は、商業教育センターが設けられ、学校外でも商業教
育が実施されることになった。これらの施設・設備の
整備のため、昭和���（����）�年から産業教育振興法によ
り国庫補助事業費が支出されることになった。大阪市
においても、昭和���（����）�年に、大阪市教育研究所内
に大阪市商業教育センター（仮称）が設置され、各商
業高校に対する生徒実習及び教員研修が開始されると
ともに、昭和���（����）�年に大阪市立天王寺商業高校、
昭和���（����）�年に大阪市立扇町商業高校に電子計算機
が導入され、情報処理教育が行われるようになった。
　昭和�������	年度には、本府においても、高校進学
率が��％を超え、能力・適性、進路等の多様な生徒に
対応するため、高校教育は多様化の方向が明確に打ち
出された。昭和���（����）�年��月、中教審は、文部省に
高校教育の改善のため「普通教育を主とする学科及び
専門教育を主とする学科を通じ、学科等の在り方につ
いて教育内容・方法の両面から再検討を加え、生徒の
適性・能力・進路に対応するとともに、職種の専門的
分化と新しい分野の人材需要とに即応するように改善
し、教育内容の多様化を図ること。」などを内容とする
「後期中等教育の拡充整備について」を答申した。こ
の答申に基づき、理産審は昭和���（����）�年�月及び��

月の�回にわたり、文部大臣に対し、「高等学校におけ
る職業教育の多様化について」の答申を行った。そこ
では、商業科に加え、新たに事務科、営業科（又は販
売科�、貿易科、秘書科の�学科をはじめ、各学科で必
要と考えられる新しい商業科目が提示された。これに
基づき、昭和���（����）�年の学習指導要領の改訂によっ
て、商業科、経理科、事務科、情報処理科、秘書科、
営業科、貿易科の�学科が設けられることになり、学
科の種別により一般設備費が計上された。さらに、昭
和���（����）�年��月には産業教育振興法施行令等の改定
に伴って、学科群が定められ、産業教育のための実験
実習の施設・設備の一層の充実が図られるようになっ
た。なお、昭和��������年普通科産業教育設備の国庫
補助事業が開始され、これによって商業科��単位以上
を履修させている普通科に対しても、商業教育設備の
充実が図られた。
　事務機械化の波は単能機・複合機から組織的機械へ
と移り、昭和���（����）�年代に入ると各企業に電子計算
機が続々と導入され、いわゆる情報化時代の幕開けと
なった。理産審は、昭和��������年��月に「高等学校
における情報処理教育の推進について」の建議を文部
大臣に行った。情報処理教育の目標について、建議で
は「一般的には、情報処理に関する基礎的な理解を深
め、適切な情報処理を行うための基礎的な能力と基礎
的な態度を養うことにある」としている。情報処理教
育を推進するための新科目としては、「電子計算機一
般」、「プログラミングⅠ」、「プログラミングⅡ」、「経
営数学」の�科目があげられ、推進学科として情報処
理科の新設が提唱された。
　また、各地に情報処理教育を普及させるための核と
もなるべき施設として、国庫補助に基づく情報処理教
育センターが新設された。
　本府においては、早くから情報処理教育が始められ
ていたが、昭和���（����）�年に中型電子計算組織が府科
学教育センターに整備された。昭和��������年には、
昭和���（����）�年設置の大阪市商業教育センターを吸収
して、大阪市立情報処理センターが開設され、中型・
小型電子計算組織、データ通信装置のほか、大阪市立
商業高校全校にオンラインネットワーク網が整備され、
オンラインリアルタイム処理実習が開始された。昭和
���（����）�年には、大阪市教育センターが新設されたこ
とに伴い、大阪市立情報処理センターが吸収されて、
情報処理教育室となり、大阪市立の商業・工業高校に
端末機を設置して、オンラインによる情報処理教育が
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　本府においては、公立は大阪市立と衛星都市立とし
て堺市・東大阪市・岸和田市に商業高校が設置されて
いる。府立においては、選択科目として商業科目を開
設している学校のほか、総合学科及び定時制の課程で
商業教育を取り入れている学校のみで、商業単独の高
校は設置されていない。このため、商業教育は私立の
商業高校に依存する割合が高かった。しかし、私立に
おいても商業教育を行う高校が少なくなってきており、
今後さらに減少する可能性がある。昭和���（����）�年代
はじめまでは、私立の方が公立よりも生徒数が多かっ
たが、私立の商業科の生徒募集停止が相次ぎ、平成��
�（����）�年度においては、私立の商業科の高校は、大商
学園、大阪女子、興國（ＩＴビジネス科）、大阪福島
女子（ビジネス科）の�校のみとなった。そのほかは、
普通科におけるコースとしての商業、選択科目として
商業科目を開設している高校となっている。
　大阪市においては、昭和���（����）�年�月に大阪市産
業教育審議会から「社会の進展に対応し、地域性に根
ざした職業教育のあり方について」の建議があり、そ
の中で、商業教育関係としては、「①学科の新設・改編・
統合を積極的に検討すること。②情報教育を推進する
ために大阪市教育センター情報処理教育室を中心に、
各学校・学科の専門的な特色を生かした新しいコン
ピュータシステムの構築を検討すること。③総合実践
教室などへの情報処理関係設備の整備などを積極的に
行うこと。④定時制職業科高等学校の在り方などにつ
いて生涯学習の観点から検討する必要があること。」な
どが示された。
　この建議に基づき、その後、大阪市立の全日制の課
程の商業高校の総合実践室にパソコンによるＬＡＮが
整備された。大阪市教育センター情報処理教育室を中
心とするオンラインシステムについても、各学校に配
置された端末機が専用端末機からパソコンとなり、台
数も�学級分が設置されることになった。
　また、平成��（����）�年度に行われた更新により、マ

ルチメディアに対応し、他に先駆けて大阪大学を経由
してインターネットに接続されることとなった。情報
処理教育室は、平成���（����）�年に情報教育室と改称さ
れ、平成��（����）�年に大阪市立高校全校と教育委員会
を広域ネットワーク化し、平成���（����）�年度にはその
ネットワークシステムが更新された。
　大阪市立高校の学科新設・改編等については、平成
��（����）�年に大阪市立天王寺商業高校に「情報システ
ム科」、平成���������年に大阪市立市岡商業高校に「情
報会計科」がそれぞれ新設された。平成��（����）�年に
は、大阪市立西商業高校が大阪市立西高校に校名変更
し、「流通経済科」、「情報科学科」などが新設され、
総合制高校となった。定時制の課程においては、科学
技術の進歩と経済社会の急激な発展により、産業構
造・就業構造が大きく変化し、全日制の課程への進学
率が急上昇し、定時制の課程への志願者が減少するよ
うになった。このような背景もあり、前述の昭和��
�（����）�年�月の大阪市産業教育審議会からの建議と平
成元�（����）�年�月に出された大阪市高等学校教育審議
会から第六次答申「本市の特性を生かした定時制高等
学校及び単位制高等学校について」により、平成�
�（����）�年�月に多様な学習目的を持つ社会人の要請に
も応えうる新しいタイプの高校として、単位制の課程
を持った大阪市立中央高校が開設された。なお、当校
は、併置の学年制の課程に商業科、普通科の定時制高
校である大阪市立扇町第二商業高校、大阪市立天王寺
第二商業高校、大阪市立西第二商業高校、大阪市立新
船場高校の�校が統合されたものである。
　平成��（����）�年�月には、大阪市産業教育審議会か
ら「時代の進展に対応する本市職業教育の在り方につ
いて」が建議された。この中で、「商業デザイン分野・
観光分野・秘書分野・環境分野等の学科・コースの新
設や総合学科の設置についても十分視野に入れて検討
する必要がある。また、商業系以外の学科を新設する
など、新たな視点から、本市高等学校全体の在り方を
総合的にとらえて検討することが大切である。」ことが
示された。その後、この建議に基づき、平成��（����）

行われるようになった。
　衛星都市立においては、昭和���（����）�年、堺市立商
業高校に汎用電子計算機ＨＩＴＡＣ－Ｌ���と端末機
��台が設置され、ＣＯＢＯＬによるプログラミング教
育が始められた。また、同年、岸和田市立産業高校に

おいては、�人�台のマイコン（パソコン）システム
が導入され、ＢＡＳＩＣによるプログラミング授業が
始められた。さらに、東大阪市立日新高校でも、昭和
���（����）�年にパソコン教室が整備された。
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�年�月に大阪市立東商業高校に「国際経済科」、「会計
科」、「総合ビジネス科」、大阪市立天王寺商業高校に
�「英語科」が新設された。平成���（����）�年�月には大阪
市立扇町商業高校が総合学科に改編され、校名も大阪
市立扇町総合高校と変更した。平成���（����）�年�月に
は大阪市立鶴見商業高校に総合選択制（系統）が導入
された。　平成���（����）�年�月には大阪市立淀商業高
校に「福祉ボランティア科」が新設されるとともに、
商業科に総合選択制（コース制）、大阪市立住吉商業高
校に総合選択制（系）がそれぞれ導入された。このほ
か、改編された学科、�コースなどの中に�建議で示され
た商業デザイン・観光・環境など多様な教育内容が網
羅された。
　衛星都市立高校においては、平成元�（����）�年��月の

岸和田市産業教育審議会答申により、平成��（����）�年
に岸和田市立産業高校の商業科に会計・情報処理・国
際の�コース制が導入された。平成���（����）�年には、
情報処理コースを独立させ、商業関連学科として�「情
報科」が新設された。
　高校進学率の高まりと多様化した生徒のニーズに応
えるために、公・私立の高校では、学科改編等が進め
られてきた。商業教育については、普通科高校におい
て、選択科目として商業科目を設置したり、総合学科
で商業に関する系列を置く学校がある一方で、商業高
校において商業に関する学級数を減じ、普通科を設置
したり、情報・福祉・環境などに関する学科・コース
などを設置する学校が出てきている。

　　　　　　精華女子高校：精華高校と校名変更
　　　　　　大阪産業大学高校：大阪産業大学附属高校と校
　　　　　　名変更
　　　　　　成器高校：大阪学芸高校と校名変更

　　　　　　大阪市立東商業高校：国際経済、会計、総合ビ
　　　　　　ジネスの�学科新設
　　　　　　大阪市立天王寺商業高校：英語科新設
　　　　　　浪花女子高校：商業科生徒募集停止

　　　　　　浪花女子高校：金光藤蔭高校と校名変更
　　　　　　大阪福島女子高校：商業科をビジネス科に学科
　　　　　　改編

　　　　　　住吉学園高校：清明学院高校と校名変更
　　　　　　岸和田市立産業高校：情報科新設
　　　　　　淀川女子高校：英真高校と校名変更、商業科生
　　　　　　徒募集停止

大阪市立扇町商業高校：大阪市立扇町総合高校
と校名変更、総合学科に改編

　　　　　　興国高校：商業科をＩＴビジネス科に学科改編

　　　　　　大阪福島女子高校：ビジネス科を情報ビジネス
　　　　　　科に学科改編
　　　　　　東大阪高校：敬愛女子高校と校名変更、商業科
　　　　　　生徒募集停止
　　　　　　大阪市立鶴見商業高校：商業科総合選択制実施

　　　　　　大阪市立淀商業高校：福祉ボランティア科新設
　　　　　　商業科（商業科�学級減）、商業科総合選択制
　　　　　　��学級�コース制）実施
　　　　　　大阪市立住吉商業高校：商業科総合選択制�（系）
�　　　　　　実施
　　　　　　府立住之江高校：多部制・単位制の咲洲高校に
　　　　　　改編・校名変更
　　　　　　太成高校：太成学院大学高校と校名変更

　　　　　　淀之水高校：商業科生徒募集停止、普通科にビ
　　　　　　ジネスコース新設
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　　　　　　淀川女子高校：商業科コース制実施
　　　　　　大阪福島女子高校：商業科情報処理コース開設
　　　　　　浪商高校：校舎移転時に商業科生徒募集停止
　　　　　　大阪貿易学院高校：商業科生徒募集停止

　　　　　　成器高校：商業科生徒募集停止

　　　　　　浪商高校：大阪体育大学浪商高校と校名変更
　　　　　

　　　　　　大阪商業高校：大商学園高校と校名変更
　　　　　　大阪市立天王寺商業高校：情報システム科新設
　　　　　　初芝高校：商業科生徒募集停止
　　　　　　住吉学院高校：普通科コース制実施、商業科生
　　　　　　徒募集停止

　　　　　　大阪市立市岡商業高校：情報会計科新設
　　　　　　岸和田市立産業高校：コース制実施
　　　　　　大阪市立住吉商業高校：コース制実施
　　　　　　帝国女子高校：商業科生徒募集停止
　　　　　　愛泉高校：堺女子高校と校名変更

　　　　　　帝国女子高校：大阪国際滝井高校と校名変更
　　　　　　大阪市立扇町商業高校：コース制実施
　　　　　　大阪市立の定時制の課程の商業高校�校（扇町
　　　　　　第二商業、天王寺第二商業、西第二商業、新船
　　　　　　場）統合：大阪市立中央高校を開設

　　　　　　大阪市立東商業高校：コース制実施

　　　　　　精華女子高校：商業科生徒募集停止
　　　　　　東大阪市立日新高校：英語科新設

大阪市立西商業高校：大阪市立西高校を校名変
更、総合制に改編、英語科、流通経済科、情報
科学科新設

　　　　　　大阪女子商業高校：大阪女子高校と校名変更
　　　　　　大阪貿易学院高校：開明高校と校名変更
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　普通教育及び専門教育を総合的に行う学科として、
平成��（����）�年�月に文部省は、「総合学科」を普通科、
専門学科と並ぶ新たな学科として設けることができる
通知を出した。この制度は高校教育の一層の個性化・
多様化を推進するものであり、将来の職業選択を視野
に入れた自己の進路への自覚を深めさせる学習を重視
し、生徒の個性を生かした主体的な学習をとおして、
学ぶことの楽しさや成就感を体験させることを目的と
している。
　本府では、総合学科を設置する高校は、平成��
�（����）�年現在、府立�校（能勢、柴島、芦間、八尾北、
枚岡樟風、今宮、松原、堺東、貝塚）大阪市立�校�（此
花総合、扇町総合）、計��校となっている。
　総合学科の設置に至る過程は、①普通科の学科改編、
②専門学科の学科改編、③普通科�校を統合、④普通
科と専門学科�校の統合等による新（総合）高校の開
設となっている。いずれの高校も開設当初の選択科目
の内訳は、改編あるいは統合前の母体校・学科の既開
講科目に関係する科目が比較的多い。しかし、年々改
善が図られ、その内容も多岐にわたるようになり、い
ずれの高校も普通科、専門科の選択科目を多く設定し、
生徒のニーズに応えるようにしている。そのうち、商
業に関する科目で開講されているものに次のようなも
のがある。〔科目名は平成���（����）�年度改訂の「高等学
校学習指導要領」による。〕
�平成���（����）�年度開講科目（カッコ内は上記��校の
うち開講している学校数）��　
ビジネス基礎���、課題研究���、総合実践���、商品　
と流通���、商業技術���、マーケティング���、英語　
実務���、経済活動と法���、国際ビジネス���、簿記　
���、会計���、原価計算���、会計実務���、情報処　
理���、ビジネス情報���、文書デザイン���、プログ　
ラミング����

　なお、「学校設定科目」は、近似している「高等学
校学習指導要領科目名」とした。
　商業に関する科目は、ほとんどが総合選択か自由選
択の選択科目として設けられており、内訳は各学校に
よって異なっている。学習させる時間数は�科目�時
間（単位）が圧倒的に多く、簿記や情報処理の検定試
験合格をめざす場合は、さらに�～�時間増となって
いる。�校につき�科目から、多い学校で�科目以上
開講されているが、平均で�～�科目となっている。
　大阪市立扇町総合高校は、母体が商業高校という影
響もあると思われるが、商業（経済）に関する科目を
��余科目設定し、幅広い商業のニーズに応えるように
している。平成���（����）�年度に設けている科目には、
次のようなものがある。
　総合実践、商品と流通、商業技術、マーケティング、
英語実務、経済活動と法、国際ビジネス、簿記、会
計、原価計算、会計実務、文書デザイン、プログラ
ミング、商業デザイン基礎、コンピュータ概論、Ｄ
ＴＰ基礎、情報表現Ⅰ、情報表現Ⅱ、インターネッ
トⅠ、インターネットⅡ、情報リテラシー、グラ
フィックデザイン、情報ネットワーク、会計演習、
経営数学、システム設計、原価計算演習、計算実務、
国際理解、プログラミング演習、プレゼンテーショ
ン演習、マルチメディア、基礎ソフトウエア技術、
情報モラル、ネットワーク実習、マーケティング演
習、情報総合演習、コンピュータ会計、金融概論
　また、学習指導要領に示された科目以外の簿記演習、
簿記演習Ⅱ、プログラミング基礎、ビジネス情報処理
等のような学校設定科目を開講し、簿記や情報処理関
係の資格取得を目標にして、就職や進学に有利に役立
てているほか、「大阪の産業」のように、一般教養と
しての科目を設定している学校もある。
�
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　国際化、情報化、少子高齢化等の社会経済情勢の変
化により生徒の学習ニーズが多様化する中で、生徒一
人一人の興味・関心、能力・適性、進路等に応じて多
様な学習と幅広い進路選択が可能となるように、さま
ざまな形態の高校が設置されている。それらの中で、

�「普通科」や「芸術科」等の教科とともに「商業科」に
関する科目を開講し、生徒が自分に合った科目を自主
的に選択できるようにしたり、類型やコースを設けて、
生徒の自由な選択を認めながらも、学習に一定の方向
性を持たせている高校などがある。これらの代表的な
ものに、平成���（����）�年現在、次のような高校がある。
①　「普通科総合選択制」：入学後、生徒のニーズに基

�
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　づき、エリア指定科目と自由選択科目を組み合わせ
　ることで、一つの領域について深く学習したり、幅
広い領域にわたって学習することができるように教
育課程が工夫されている。
　　府立��校（豊島、福井、大正、枚方なぎさ、門真
　なみはや、かわち野、八尾翠翔、西成、金剛、成美、
伯太、日根野）
②　「総合学科」：普通科目と専門科目の両方にわたっ
て多くの選択科目を開設し、さまざまな分野にチャ
レンジして自己の適性をじっくり見極めさせる。府
　立�校・大阪市立�校（������）
③　「連携型中高一貫校」：簡便な入試学者選抜により、
過度の受験競争を緩和し、“ゆとり”の中で計画的・
継続的な教育指導を展開する。府立�校（能勢）
④　「単位制」：学年区分を設けず、�生徒自身に学習計画
を立てて学ばせ、�将来の目標に向けた学力を伸ばす。
府立�校（槻の木、長吉）
⑤　「多部制単位制」：Ⅰ部（午前）、Ⅱ部（午後）、Ⅲ
部（夜間）の授業を行うもので、生徒は自己の生活
スタイルに合わせ、時間帯が選択でき、進路や興味・
関心に合わせて時間割をつくることができる。府立
�校（咲洲）
　「ただし、平成���（����）�年度現在は、Ⅰ・Ⅱ部のみ」
　①～⑤までの中では、簿記、情報処理、文書デザイ
ン等の簿記会計分野や経営情報分野に関する科目を
開設している学校が多い。
⑥　府立桃谷高校では、昼間部定時制、夜間部定時制、
昼間部通信制、日夜間部通信制の�課程を擁し、ビ
ジネス基礎、課題研究、簿記、情報処理、文書デザ
イン、流通経済�（旧学習指導要領科目名）、文書処理

�（旧学習指導要領科目名）等の科目が設定されている。
⑦　大阪市立中央高校では、単位制と学年制の二つの
課程が設けられている。生徒の自分自身のライフス
タイルに合わせた時間帯の選択のほか、興味・関心・
進路などに合わせた時間割の作成や、得意分野のさ
らなる深化ができるようにするため、次のような多
くの科目が設定され、生徒のニーズに応えている。
　○　単位制課程
　普通科　普通コース・英語コース�　（��：��～��：��）
　ビジネス科　　　　　　　　　　　（��：��～��：��）
　ビジネス科（簿記会計コースと情報処理コース）の
商業科目
　　ビジネス基礎、簿記、情報処理、課題研究、総合
　　実践、商品と流通、マーケティング、経済活動と
　　法、国際ビジネス、会計、原価計算、会計実務、
　　ビジネス情報、文書デザイン、プログラミング、　
　　プログラミング演習、コンピュータグラフィックス
　　普通科に入学しても、資格取得をめざして、情報
処理やワープロなどのビジネス科目を、また、ビジ
ネス科でも進学を目標に、普通科の科目が多く選択
できるように配慮されている。
　○　学年制課程　
普通科と商業科　　夜間（��：��～��：��）
商業科の商業科目
ビジネス基礎、課題研究、総合実践、商品と流通、
商業技術、経済活動と法、簿記、会計、情報処理、
ビジネス情報、文書デザイン

　　併修（単位制の授業を一部受講）により�年間で
　卒業が可能となっている。
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　昭和�� （����） 年の改訂後、��年を経て学習指導要領
の改訂が行われた。
　科学技術の進歩と経済の発展は、物質的な豊かさを
生み、情報化、国際化、価値観の多様化、核家族化、 高
齢化等、 社会の各方面に大きな変化をもたらした。こ
のような社会の変化に対応して、 学校教育の改善に関
して、 各審議会等からさまざまな提言・答申が行われた。
　教科「商業」の改訂の要点は、次のとおりである。

①　著しい国際化の進展による産業構造、就業構造、
　消費構造等の国際化について、広く理解を図る必要
から、これまでの「国民経済における商業の意義や
役割を理解させる」から「国民経済における」が削
除された。
②　卒業した生徒が、将来経営体の組織の一員として
経営活動に携わることを予想して、経営者的・経営
管理者的意識のもとに業務を遂行する能力と態度の
育成を図ることをねらいとして、これまでの「商業
の諸活動を合理的、実践的に行う」を「経営活動を
主体的、合理的に行い」に改められた。
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③　商業に関する内容の専門性を高め、それによって
得た知識や技術を広く経済社会の発展に寄与するこ
とをねらいとして、これまでの「経済社会の形成者
として望ましい資質を養う」を「経済社会の発展に
寄与する能力と態度を育てる」に改められた。
　学科構成については、産業経済の活動に努めて広く
柔軟に対応すること、また、商業に関する学習が生涯
にわたる学習の基礎になることや、そのための職業に
関する資格取得などへの配慮とともに、これまでの商
業教育に関する教科の組織上の体系をも考慮して、標
準的な学科は、「商業科、経理科、事務科、情報処理科、
営業科」の５学科から、「商業科、流通経済科、国際
経済科、会計科、情報処理科」の５学科に改められた。
　教育課程（科目群・分野）については、①国際経済
科の新設、②事務科と情報処理科の統合、③科目の廃
止、合併、整理及び「課題研究」、「国際経済」の新設
等により、科目数は従前の��科目から��科目に増加す
ることに伴って、商業の教科組織は、表���のように
改められた。
　各分野に属する科目は、四つの専門的な学科に対応
しているが、各科目の履修に当たっては、「必ずしも固
定的にとらまえるということでなく、各学科の教育目
標及び生徒の実態などに応じて、適切に履修させるよ
う配慮するものとする。」としている。
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　平成元�（����）�年の改訂後、��年振りに学習指導要領
は改訂された。
　国際化、情報化、科学技術の発展、環境問題への関
心の高まり、あるいは少子高齢化など社会状況が大き
く変化した。このような変化に対応して、有為な人材
を育成し、豊かな人間性を育み、一人一人の個性を十
分に伸ばす教育を講築するとともに、教育課程の編成、
各教科・科目等の編成、内容、単位数の改善のため、
商業に関しては、次のよう事項が示された。
○　我が国の商業においては、経済の国際化、情報化、
サービス化の急速な進展に伴い、市場の国際化、オ
フィスの情報化、サービス産業の拡大等の変化が生じ
ている。また、国際的な会計基準への移行、�流通シス
テムの合理化、�新たなビジネスの創造などグローバル
経済への対応が求められている。
○　このような状況を踏まえ、経済社会の変化に柔　
軟に対応できる人材の育成を図る観点から、実践的な
語学力、情報・会計リテラシーなど、�ビジネスの基礎・
基本についての内容を充実するとともに、�情報化の進
展に留意して、�購買・販売・財務等の経営情報の処理と
活用に関する内容の充実を図る。
○　教科の目標については、経済の国際化やサービ　
ス化の進展に対応する観点から、ビジネス教育の視点
を明確にする。
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○　科目の構成は、科目の新設や整理統合等を行い、
現行の��科目を次の��科目とする。
　ビジネス基礎、課題研究、総合実践、商品と流通、　
　商業技術、マーケティング、英語実務、�経済活動と法、
　国際ビジネス、簿記、会計、原価計算、�会計実務、�情
　報処理、�ビジネス情報、�文書デザイン、�プログラミング
　このような提言・答申に基づき、平成���（����）�年�
月に学習指導要領が全面的に改訂され、平成���（����）
�年�月から学年進行により、段階的に適用された。そ
の中味としては、今後の商業教育においては、望まし
い人間関係の形成や社会生活上のルールの習得などの
社会の基本的なモラルなどの倫理観の育成に努めると
ともに、各分野の学習においては、マーケティング能
力、国際交流能力、会計活用能力、情報活用能力とい
う経済社会の変化に柔軟に対応できる能力の育成に重
点を移すということであった。
　この改訂においては、教科「商業」の目標について、
次のような観点から改善が行われた。その一つは「生
きる力」という生涯学習の基礎的な資質の養成を重視
した商業教育を展開すること、すなわち、継続教育を
視野においた専門性の基礎・基本の教育に重点を移す
ということである。その二つとしては、経済社会の変
化に柔軟に対応できる能力の育成を重視した商業教育
を展開することである。

　この二つの観点を踏まえ、商業教育の対象を「幅広
くビジネス、商品の生産・流通・消費にかかわる経済
諸活動の総称」としてとらまえ、教科のねらいを従前
の「経営管理的能力の育成に配慮する」から「ビジネ
スの基礎・基本の能力の育成に配慮する」に改め、教
科の目標については、ビジネス教育の視点を明確にす
ることになった。
　学科については、標準的なものが示されていないた
め、それぞれ設置者や学校で検討し、決定することに
なった。しかし、改訂の趣旨に示されているように、
ビジネス教育の視点を明確にすることが望まれている。
　教育課程（科目群・分野）については、平成元�（����）
�年の学習指導要領の改訂では、商業に関する科目群を
商業経済科目群、簿記会計科目群、情報処理科目群、
総合学習科目群の�科目群に分れていたが、平成��
�（����）�年の改訂においては、商業経済科目群を流通ビ
ジネス科目群と国際経済科目群に分けられ、表���の
ように�科目群となったが、分野は従来どおり�分野
とし、分野の名称は科目群の名称と同様となった。
　なお、表���は学習指導要領（商業教育関係）の
改訂の要点、表���は商業に関する科目の新旧対照を
示したものである。
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�（注）「ビジネス基礎」及び「課題研究」は、原則履修科目である。
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　（注）◎印は新設科目、〇印は名称変更を示す。
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　第�次生徒急増期に対応するために、商業科の生徒
募集人員は増員されてきたが、昭和���（����）�年の
�������人をピークに府内公立中学校卒業者数が減少
に転じ、平成���（����）�年度には、ピーク時の��％の
������人になったことにより、公立高校においては、
昭和���～平成元�（�����～����）�年度を、私立高校におい
ては昭和�������	年度をピークに、受験生の普通科志
向とあいまって、毎年減員されてきた。その結果、昭
和���（����）�年度においては、総計で�����名であった
商業科の生徒募集人員が、平成���（����）�年度において
は�����名となり、�分の�以下となった。中でも、私

立高校においては、普通科に改編・校名変更したり、
商業科の生徒募集停止をする学校が多く、平成��
�（����）�年度時点で商業関連学科を有する私立高校は�
校のみとなった。昭和���（����）�年度において�����名
であった私立高校の生徒募集人員が、平成��������年
度においては、わずか���名となり、��分の�以下と
なった。
　なお、表���は府内全日制の課程の公私立高校商業
科生徒募集人員の推移、表���は定時制の課程の府内
公立高校商業科募集人員の推移、表���は府内公私立
高校の在籍生徒数中の商業科の割合、及び商業科の男
女比率の推移を示したものである。
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�（注）　　　　印は、普通科との総合募集を実施している学校で、集計はこの数値のうちの半分で行っている。
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（出典：大阪の学校統計）
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　表���は府内公私立高校の商業科における卒業者
の進路状況の推移を示したものであるが、昭和��
�（����）�年度と平成���（����）�年度を比較すると、就職者
の割合は、����％から公私立高校とも年々減少し、
����％となっている。対照的に進学者については、
����％から年々増加し、����％となっている。
　また、表���は府内公私立高校の商業科における卒
業者の職業別・産業別就職者数の推移を示したもので

あるが、就職者の内容を職業別で見ると、事務従事者
が��％、販売従事者が����％、サービス職業従事者が
���％であったが、事務従事者が��％、販売従事者が
����％、サービス職業従事者が����％となり、事務従
事者が減少し、サービス職業従事者が増加している。
　産業別で見ると、建設業、製造業、電気・ガス熱供
給・水道業、卸売・小売店・飲食店、不動産業につい
ては、それほどの増減はないが、金融保険業について
は、���％から���％に減少し、サービス業については、
���％から����％に増加している。

�

�������	
�������������

（出典：大阪の学校統計）

（注）�　専修学校には、専修学校（一般課程・専門課程）、各種学校、公共職業訓練施設等を含む。

　　　�　表中の対卒業者比率の合計値のうち、四捨五入の関係で���％にならないものがある。
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（出典：大阪の学校統計）
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（注）�　就職者総数には、進学者及び専修学校入学者のうち就職している者も含む。

　　　�　表中の％の合計値のうち、四捨五入の関係で���％にならないものがある。
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　全国商業高等学校長協会は、商業高校長、商業学科
を併置する高校及び商業教科・科目を選択履修する高
校長を会員として、商業教育の振興などを目的として
活動している団体である。

�　��������	�
����������������
��������	
����　　大阪市立�校�　
　　（淀商業、天王寺商業、扇町商業、東商業、西商業、
　　市岡商業、鶴見商業、住吉商業）、衛星都市立�校
�　　（東大阪市立日新、堺市立商業、岸和田市立産業）
　�������	
����　　東大阪、住吉学
　園、大商学園、成器、大阪貿易学園、履正社、浪
　商、北陽、興國、精華女子、淀川女子、大阪商業
　大学附属、大阪女子商業、此花学園、大阪福島女
　子、初芝、阪南大学、近畿大学附属、大阪産業大
　学附属、浪花女子、淀之水、城南学園、太成、帝
　国女子、大阪商業大学附属堺、清風
��������	
��������　　大阪
　　市立�校（天王寺第二商業、扇町第二商業、東第
　　二商業、西第二商業）、衛星都市立�校（東大阪
　　市立日新、堺市立第二商業、岸和田市立産業）
��������	
���　　向陽台

��������	

������������������

��������	
����　　府立�校（柴島、
　　西成、長吉）、大阪市立�校（淀商業、天王寺商業、
　　扇町総合、東商業、西、市岡商業、鶴見商業、住
　　吉商業）、衛星都市立�校（東大阪市立日新、堺
　　市立商業、岸和田市立産業）
��������	
����　　清明学院、大商
　　学園、履正社、北陽、興國、精華、大阪商業大学
　　附属、大阪女子、大阪福島女子、大阪産業大学附
　　属、金光藤蔭、淀之水、城南学園、太成学院大学、

　　大阪商業大学附属堺

��������	
���　　府立咲洲、大阪
　　市立中央、東大阪市立日新、堺市立第二商業、岸
　　和田市立産業
��������	
���　　向陽台、科学技
　　術学園、長尾谷
　また、本府においては、枚方市に全商会館がつくら
れ、商業教育活動に寄与していたが、昭和���（����）�年
��月をもって活動中止となり、昭和���（����）�年に売却
された。
　このほか、本府を会場として開催された研究発表大
会などには、次のようなものがある。
　○　昭和���（����）�年��月に第��回全国商業高等学校
　長協会秋季総会研究協議会が、ホテル大阪ガーデ
　ンパレスにおいて開催され、本部提案の「生徒の
　急減期における商業高校としての対応」などにつ
　いて協議された。
　○　平成��（����）�年�月に、全国情報処理研究協議
　会・研究大会が大阪国際ホテルにおいて開催された。
　○　平成���（����）�年�月に三井アーバンホテル大阪
　ベイタワーにおいて、第��回全国商業研究大会が
　開催され、「��世紀に対応した商業教育の推進」を
　テーマとして熱心な研究協議が行われた。
　○　平成��（����）�年から、全国商業高等学校長協会
　主催の全国高等学校生徒商業研究発表大会が開催
　されていた。本府においては、平成��（����）�年の
　北海道大会から参加し、平成��（����）�年に第�回
　大阪府代表選考会が開催された。
　○　同年�月に、第�回全国高等学校生徒商業研究
　発表大会が守口市民会館（さつきホールもりぐち）
　において開催され、全国��ブロックから��の代表
　校が出場し、本府からは大阪市立天王寺商業、大
　阪市立扇町商業、堺市立商業の�校が出場した。
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　関西商業教育研究会（関商研）は、昭和���（����）�年
に近畿�府�県と中国�県、四国�県及び三重県を加
えた��府県の商業高校と商業科設置高校が参加して結
成された。当初は、ほぼ毎年�回各府県持ち回りで本
研究会大会が開催されていたが、その後、中国�県が
独立し、さらに、四国�県もそれにならい、三重県が
東海地区に移り、近畿�府�県のみとなったため、昭
和���（����）�年度から、�年に�回の開催となった。こ
れとは別に近畿商業高等学校校長会が結成され、毎年、
近畿商業高等学校長会総会・研究協議会が開催されて
いたが、平成��（����）�年度から、関西商業教育研究会
校長会として本研究会の中へ統合された。本研究会大
会は、初日に理事会・校長会総会・校長会研究協議会、
�日目（研究大会�日目）に研究大会開会式、講演会、
全体会、分科会、�日目（研究大会�日目）に分科会
報告、講評、閉会式、教育視察が行われ、校長以外の
教員は�日目（研究大会）からの参加となっている。研
究大会が実施されない年度は、校長会のみの理事会・
総会・研究協議会・教育視察が各府県持ち回りで、実
施されている。
　平成���（����）�年度現在の加盟校は、滋賀県�校、京
都府��校、兵庫県��校、大阪府��校、奈良県��校、和
歌山県�校の計���校であり、校長会会員も同数であ
る。事務局を会長校の大阪市立天王寺商業高校に置き、

活発な調査研究活動が行われている。
　なお、この��年間のうち、本府で開催された研究大
会の概要は、次のとおりである。

�　�������	
��������
　日　時　　　平�成���（����）�年��月��日�（水）�～��日�（金）
　テーマ　　　「社会のニーズに応える魅力ある商業
　　　　　　　教育をめざして」
　会　場　　　大阪ガーデンパレス
　　　　　　　大阪市立天王寺商業高校
　　　　　　　大阪福島女子高校
　分科会　　　第�分科会　　商業経済科目群
　　　　　　　第�分科会　　簿記会計科目群
　　　　　　　第�分科会　　情報処理科目群
　　　　　　　第�分科会　　総合学習科目群
　　　　　　　第�分科会　　進　路　指　導

�　�������	
��������
　日　時　　　平�成���（����）�年��月��日�（水）�～��日�（金）
　テーマ　　　「変革期における商業教育」
　会　場　　　大阪産業創造館
　分科会　　　第�分科会　　流通ビジネス分野
　　　　　　　第�分科会　　国際経済分野
　　　　　　　第�分科会　　簿記会計分野
　　　　　　　第�分科会　　経営情報分野
　　　　　　　第�分科会　　総合的な学習の時間

���������	
����

　本府における商業教育をより一層充実し、商業教育
に関する研究活動をより活性化するために、大阪商業
高等学校連盟・大阪府高等学校商業教育研究会・大阪
私立高等学校商業教育研究会・大阪市立高等学校教育
研究会商業部会の統合組織として、大阪府高等学校商
業教育協会（府商協）が設立された。平成���（����）�年
�月に大阪市教育センター講堂において、文部科学省
教科調査官、全国商業高等学校長協会理事長、関係教
育委員会などから多数の来賓の臨席のもと、商業関係
高校の校長・教頭・教諭約���名の参加を得て、創立総
会・研究大会が開催された。
　なお、その概要は、次のとおりである。

�　�������	
������������
　日　時　　　平成���（����）�年�月�日�（木）
　会　場　　　大阪市教育センター
　テーマ　　　「ビジネス発信基地大阪の商業教育を
　　　　　　　めざして」
　府内の商業教育に関する四つの研究会の協力のもと、
総会、研究大会、講演会、見学会、研究助成、会誌の
発行などが行われている。平成���（����）�年度には、大
阪商業高等学校連盟を統合し、当連盟の事業も引き継
いでいる。平成���（����）�年�月には、本協会の設立の
趣旨・経緯などを掲載した会誌「商業教育」創刊号を
発刊した。その後、会誌は毎年発刊し、その年度に行
われた講演会、見学会、研究発表をはじめ、研究論文、
寄稿文、全商の各検定、大阪府高等学校商業教育研究
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会・大阪私立高等学校商業教育研究会・大阪市立高等
学校教育研究会商業部会の活動内容を掲載している。
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　大阪商業高等学校連盟（大商連）は、昭和���（����）
�年に府内公私立高校の商業科を設置する学校が参加し
て結成されたが、当初は教員の研究活動を目的とする
大阪商業教育研究会と、生徒の活動を目的とする大阪
商業高等学校連盟の�団体が別組織として結成されて
いた。昭和���（����）�年にこの�団体が統合され、内部
組織は教員の研究活動のための研究調査部と、生徒の
活動のための事業部で構成されていた。
　調査研究部には、研究委員会が設置され、各種講演
会・見学会の開催、�検定試験の実施や�「大阪商業教育」�を
隔年に発刊するなど、�幅広い研究活動が行われていた。
　また、事業部においては��種目の運動競技会のほか、
商業美術展や計算競技大会など数多くの事業が開催さ
れ、生徒の学習意欲の向上が図られた。
　平成���（����）�年度の加盟校は、次の��校であった。
　大阪市立�校（西、扇町総合、東商業、市岡商業、
天王寺商業、淀商業、鶴見商業、住吉商業、中央）、
衛星都市立�校（東大阪市立日新・全、東大阪市立
日新・定、堺市立商業、堺市立第二商業、岸和田市
立産業・全、岸和田市立産業・定）、私立��校（大阪
体育大学浪商、北陽、興國、大阪商業大学附属、太
成、履正社、大商学園、精華、大阪福島女子、大阪
女子、開明、清明学院、清風、淀之水、大阪商業大
学附属堺、金光藤蔭、敬愛女子、大阪産業大学附属
高、千代田、向陽台、長尾谷）
　なお、本会は、平成���（����）�年度に大阪府高等学校
商業教育協会に統合された。
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　大阪府高等学校商業教育研究会は、府内の公立高校
�（大阪市立及び衛星都市立の全日制の課程は除く）に
あって商業教育を行い、商業の研究と振興を図ってい
る学校が参加して、昭和���（����）�年に設立された。活
動内容は、商業教育及び商業に関する調査・視察・見
学、研究資料の収集・配布・交換等のほか、講演会、
講習会などを開催している。特に、最近では教科「情
報」が必修となったため、理科等他の教科との共同研
究も行っている。加盟校は次の��校である。

府立全日制の課程��校（池田北、能勢、北淀、柴島、
大冠、門真なみはや、八尾北、西成、住之江、長吉、
松原、堺養護、交野養護、高槻養護、泉北養護）、
府立定時制・通信制の課程�校（春日丘、吹田、桃
谷、鳳、貝塚、農芸、藤井寺工業）、衛星都市立定
時制の課程�校（岸和田市立産業、東大阪市立日新、
堺市立第二商業）
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　大阪私立高等学校商業教育研究会は、府内の私立高
校における商業教育の振興・識見の向上を図るために、
昭和���（����）�年に結成された。商業教育及び商業に関
する調査研究、講演会・研修会・見学会の実施、生徒
の研究活動の推進助成、会誌の発行等を行っている。
　平成���（����）�年度における加盟校等は、次の��校・
�研究所である。
　大阪体育大学浪商、北陽、興國、太成、履正社、大
商学園、精華、大阪福島女子、大阪女子、清明学院、
清風、淀之水、金光藤蔭、敬愛女子、向陽台、長尾
谷、堺女子、明浄学院、大阪府私学振興教育研究所

��������	
����������

　大阪市立高等学校教育研究会は、大阪市立の高等学
校教職員が研修の充実を図るために、昭和���（����）�年
に発足した。活動内容は、①研究会・講習会・見学
会・研究発表会の開催　②研究物の発表　③他の研究
団体との連携　④その他必要な事項等である。
　本研究会は��部門に分かれており、商業教育部会は
その一つである。
　平成���（����）�年度においては、商業教育部会は�委
員会を設け、大阪市教育委員会の指導・助言のもと、
調査・研究や見学会・講演会・研究発表会・研究授業
等を活発に実施している。
　商業科の全教員が加盟・参加している�委員会は、
次のとおりである。
①　商業教育改善委員会
②　ビジネス委員会
③　簿記会計委員会
④　経営情報委員会
⑤　総合的学習委員会


